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本稿の課題
本稿の課題は国際成人教育協議会の歴史を，その課題意識の発展に注目して概観することにある。
この研究は成人教育運動の国際的展開のもつ意義・可能性・課題を解明するための基礎作業として
行う。従って，本稿では，国際成人教育協議会の活動を成人教育運動ととらえ，かつまたそれを成
人教育運動の国際的展開ととらえて，この事例を研究する。
そこで，はじめに，成人教育運動とは何か，また何故その国際的展開に注目するのかについて，
簡単に論じておく。
１）「成人教育運動」とは何か
「成人教育運動」という概念について検討するまえに，まず，「成人教育」という概念について確
認しておく。日本においては「成人教育」という概念は研究においても，政策及び実践においても，
一般的に使用される概念ではない。これに相当する概念として一般には　「社会教育」という概念
が用いられている。しかし，周知のように，「社会教育」概念は必ずしも「成人教育」と等値では
ない。「社会教育」という概念は，日本においては一般に，学校教育の教育課程として展開される
教育以外の，青少年に対して行われる教育活動も含むものと解釈されている。この解釈は戦前から
の実態も含みつつ，戦後，社会教育法（1949年制定）第１条による定義によって，特に学校教育
法（1948年制定）にもとづく「教育課程を除く」という規定がなされたことにより，さらに明確
化された（1）。
このように，日本においては「社会教育」という概念が一般に用いられているにもかかわらず，
本稿で「社会教育」ではなく，「成人教育」という概念をあえてもちいるのは，まず第１に，日本
以外の国の類似の教育活動・運動を視野に入れて研究を進める本稿の目的からみて，「成人教育」
という概念の方がその使用の歴史的蓄積・普及度双方からみてよりふさわしいと判断するからであ
る（2）。また第２に，本稿では議論を厳密にするために，その重要さは別にして，「子ども」を対象
とする教育活動については検討対象としないためである（3）。
さて，以上の前提の上で次に，「成人教育運動」とは何か，それは何を意味するのか確認してお
く必要がある。しかし実は，この課題はそれ自体を一つのテーマとして検討しなければならないほ
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ど大きな課題である。なぜなら，日本においてはもちろん，海外においても，「成人教育運動」
adult education movement についての固定した定義がないだけでなく，定義をめぐる議論の蓄積も
ないからである。
ではなぜ本稿ではあえて「成人教育運動」という概念を用いるのか。何故「運動」という概念に
こだわるのか。
その第１の理由は，「成人教育」が一般に，まさに社会的な運動として発展してきたといえるか
らである。古くはデンマ−クの国民高等学校の運動，英国の労働者教育協会の設立・発展にいたる
大学拡張運動，これに対抗する独立労働者教育運動，フランスの民衆文化運動，ドイツのホルクス
ホッホシュ−レの運動，カナダのアンティゴニシュ運動，フロンティア･カレッジの運動，日本に
おいては自由大学運動，労働学校運動等（4），第二次世界大戦後でも，日本では共同学習運動，生活
記録運動等，そして海外でも，同様に成人の学習を支援する ｢教育｣ が，さまざまな形態をとって，
「運動」として展開され，広がっていくという経過をたどっている。これらはそれぞれの国，地域
で独創的な手法をもって，当該の国，地域以外へもそれぞれに影響を与えてきた。
第２の理由は，成人教育の諸制度が「成人教育運動」の影響を受けながら整備されて以降も，
「成人教育運動」はこの制度との緊張関係，ときに対抗関係を保ちながら，成人教育の実践・諸政
策を推進する力をもって展開されてきたとみることができからである。つまり成人教育の発展は，
「成人教育運動」の質・力量に左右されてきたとさえいえると思われる。
従って，今，ここでは仮に「成人教育運動」を，成人教育の実践をすすめ，あるいはさらにその
実践の成果（内容・方法）を交流・研究・普及していく活動であり，統治権力との関係では独立性
を保ち，時に，政策･制度の構想・展開に影響を与えることもある，成人を対象とした教育実践及
び政策の推進運動と定義しておく。
なお，日本の社会教育研究においては，このまさに成人教育政策と成人教育運動との関係につい
て，高い研究蓄積がある。成人教育政策と成人教育運動との関係は，この場合，「社会教育」と
「自己教育運動」という概念で表現され，その関係は対立・矛盾する関係として指摘されてきた。
宮原誠一の「合流・混在」論，近畿社会教育研究会による社会教育「側役」論を土台に，「社会教
育」の外在的・内在的矛盾論を展開した小川利夫の議論がそれである。こ議論は成人教育運動の国
際的展開に注目する場合でも，重要な分析視覚を提供することになると思われるが，現代において
はその検討の領域は「成人教育」分野での議論に収まらないものとなるであろう。これについては，
別に稿を改めて論じたい（5）。
２）成人教育運動の「国際的展開」に注目する理由
では，一部に国の枠を超えて影響を及ぼしてきたものもあるとはいえ，多くは地域，各国ごとに
独自に展開されてきた成人教育運動について，なぜ，その「国際的展開」に注目するのか。
また，本稿で検討する「国際成人教育協議会（以下，この組織のフルネ−ムInternational 
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Council for Adult Education の略称ICAEを用いる）」はすでに1973年に発足しており，関連する国
際的な成人教育組織も以前から存在している。十分広がりをもっているとはいえないが，成人教育
に関する研究活動や国際交流も徐々に進みつつある。このように，成人教育のある程度の国際的活
動が久しく重ねられてきている中で，今，何故，あえてそれを「成人教育運動」の国際的展開とし
て注目するのか。
その第１の理由は，日本国内の社会教育運動団体が，近年，国際的運動に関心をもちはじめてい
るからである。
日本の社会教育関係者は，古くは，1929年にもたれた世界成人教育会議に参加していたという
（後述）。また，第二次世界大戦後，発足したばかりのユネスコによって開催された国際成人教育会
議にも日本から代表が参加しており，その第３回会議は東京で開催された。その後，創設された
ICAEにも，日本の社会教育関係の組織，社会教育連合会はすぐ加盟している。しかし，日本の社
会教育運動に関わる関係者は，一部の研究者を除いて，成人教育運動の国際的動向について，あま
り高い関心をもってこなかった。
ところが1980年代に入ると，ユネスコ生涯教育部の部長，エット−レ・ジェルピが来日し，そ
の著書が翻訳・紹介され，また1985年には，第４回ユネスコ国際成人教育会議（パリ）で「学習
権宣言」が採択される。この「学習権宣言」は広く世界に紹介され，日本でもすぐに翻訳され，紹
介された。そしてこの「学習権宣言」の存在を通して，これを生み出すことになった海外の成人教
育運動に対する関心が，日本の成人教育運動関係者の間にも高まっていく。
そして1990年代末にようやく，日本の代表的成人教育運動団体，社会教育推進全国協議会（以下，
社全協と略す）も，ICAEと，またそのリ−ジョン組織でもあるアジア南太平洋成人教育会議
（ASPBEA（6））とに加盟することになった。
では何故，国際的成人教育運動への関心がこの時期高まってきたのか。その理由は，1972年か
らユネスコ生涯学習部長となり，1980年代，その主張を広く展開していたエット−レ・ジェルピ
の考え方，ユネスコ主催の成人教育に関する国際会議において示された考え方，とりわけ前述の
「学習権宣言」に示された考え方と，日本における社会教育運動の中で培われてきた成人の学習に
関する価値観とが，その「革新性」において通底していたからではないかと思われる。日本におい
ても，1970年代初め，人々の学ぶ権利として「学習権」という概念が，それまでの社会教育運動
による実践と研究を背景に広がりはじめ，また「権利としての社会教育」という考え方が提起され
てきていた。この蓄積が，1980年代の成人教育運動の国際的展開と呼応しはじめたということで
はないかと思われる。では，日本における社会教育運動にとって，国際的成人教育運動はどのよう
な可能性をもっているのか。この点を解明するためにもまず，国際的成人教育運動自体について研
究する必要がある。
ところでしかし，日本の社会教育運動関係者の間にこのような関心の高まりがあり，組織加盟さ
えなされたにもかかわらず，その後，日本国内で展開されている社会教育運動は，海外，また国際
的な成人教育の運動と相互に影響しあうような関係をつくりだすまでに至っておらず，社会教育運
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動を担っている実践者たちの間に，そのような関係を目指す意識はいまだ醸成されていない。それ
は何故なのか。
そもそも，日本の社会教育運動関係者には相互に影響しあう場として積極的に位置づけられない
国際的成人教育運動は，日本以外の国での成人教育運動とはどのように関わって，その運動を進め
ているのか。そこに，国際的成人教育運動が各国，各地域での実際の成人教育運動と関ることの難
しさ，問題が，普遍的に存在しているのか，いないのか。また他方で，各国，各地域での成人教育
運動自体にも，国際的成人教育運動を生かすために，克服すべき課題があるのか，ないのか。そこ
にはまた，日本の社会教育運動独自の課題があるのか，ないのか。このような点を解明するために
もまず，国際的成人教育運動の実態を把握する必要があるこれが成人教育運動の「国際的展開」に
注目する第２の理由である。　
１　成人教育運動の国際的展開としての国際成人教育協議会（ICAE）の特徴
　　　―国際成人教育協議会（ICAE）に注目する理由―
次に，何故，ICAEに注目するのか，その理由を説明する。
ICAEは成人教育全体にわたってその推進運動を進め，かつ全世界を対象とする民間の国際的ネ
ットワ−クとしては最長，最大のものである。1973年２月14日に正式発足（7）し，発足時には32カ国
から，各国組織が参加し，会員となっていたという（8）。現在は50カ国以上の各国組織が加盟し，さ
らに各国組織に限らない全体の加盟組織数は700以上と公表されている（9）。
このICAE に注目する第１の理由は，ICAEが既存の国際的成人教育ネットワークとしては，も
っとも包括的で，かつ相当長期の歴史をもつものだからである。
包括的というのは二重の意味で言える。まず，成人教育運動団体にはたとえば識字教育，芸術活
動，小集団学習，大学拡張，地域大学，遠隔教育等々と，細分化された内容・目的をもって活動し
ている団体が多数あり，それらは独自に国際的ネットワークをもつ場合もある。しかし，ICAEの
場合には細分化された目的ではなく，「成人教育」という大枠の中で，さまざまな成人教育運動団
体を組織している。この点でまず包括的なネットワークといえる。　
またもう一つの意味とは，対象を全世界に置いていることだ。実際にはICAEのメンバーにもな
りながらが，ICAEとは独立しても活動し，世界の特定範囲の複数国を対象とするネットワークも
存在する。それらはリージョン組織と呼ばれている。例えばそのうちの一つEAEA（10）は，その発足
はICAEよりも古い。またASPBAE（既述）は，やがてICAEを組織することになる諸団体・諸個人
の活動及び支えによって，ICAEよりも早くその組織を立ち上げた。そのほかにもICAEの助力によ
りつくられたリージョン組織もある。これらは現在，独立してその活動を展開しているが，ICAE
のリージョン組織ともなり，ICAEの執行委員会に対し，各リージョンを代表する執行委員を１名
ずつ選出する母体にもなっている（11）。これらと比較して，ICAEは，リージョンを限定しない，文
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字通り，全世界の地域，国々，そしてリージョンを対象としてその運動を展開し，またそれぞれの
根拠地をもって運動している成人教育運動団体を全世界規模で組織している。この点でまさに包括
的ネットワークといえる。
ICAEに注目する第２の理由は，ICAEのもつ権力からの独立性―とりわけ，近年の活動にみられ
る「革新性」である。次章でみるが，ICAEは発足当初から，まさに成人教育「運動」としての特
徴をもっているといえる。
また第３の理由は，逆にまた，ICAEは，権力に対し，一定程度の影響力をもっているというこ
とである。ICAEはその独立性，革新性の強さの一方で実は，国連の経済社会理事会との協議資格
を有するNGOとして認定されつづけて久しい。また発足当初から，ユネスコに距離を置きながらも，
ユネスコの成人教育関係の施策を支え，これに積極的に影響を与えようと試みてきた。とりわけ，
1985年に第４回ユネスコ国際成人教育会議（パリ）で採択され，世界の成人教育関係者を魅了し
た前述の「ユネスコ学習宣言」については，ICAEは自らそのアイデアを出し，メンバー組織の議
論を通じてその草稿を練り，そしてユネスコ第４回国際成人教育会議にオブザーバーとして参加し，
全体会で挨拶した，当時のICAE会長Nita Barrowを通じてこの宣言を提案し，第４回会議でのこの
宣言の採択を実現させた。さらにまた次の第５回ユネスコ国際成人教育会議（ハンブルク，1997
年）では，ICAEはその準備過程を支え，またこの会議で採択された「成人の学習に関するハンブ
ルク宣言」（12）についても，この会議の期間中，ICAEはメンバーに呼びかけ，その修正意見などを
組織し，最終案に結びつけていった。
ICAEはその後も，第５回ユネスコ国際成人教育会議の中間総括会議（バンコク，2003年）に向
けて，「成人の学習に関するハンブルク宣言」と，これと同時に出されたアジェンダ（行動計画）
についてのフォロー・アップ調査をそのネットワークを活用して独自に組織化し，これを冊子
（13）にまとめ，このバンコクでの中間総括会議の全体会でその調査結果を報告している。このよう
にICAEにはその実践力とともに，権力・政策への影響力があることが分かる。
以上の三つの理由から，本稿では，成人教育運動の国際的展開に関する研究のための分析対象と
して，国際的成人教育運動団体としてのICAEに注目する。
２　国際成人教育協議会（ICAE）の課題意識の発展
ICAEは，約４年おきに開催してきたその世界大会の第７回目を，2007年１月開催した。この世
界大会は第６回世界社会フォーラムに合わせて開催された。その理由をICAEは「変革を目指す他
の社会運動との連帯を示すため」という理由と「別の世界を可能にするためには成人教育が戦略的
に重要であることを強調するため」（「よびかけ」）という理由の二つをあげて説明している。この
説明には他の資料もふまえると（14），対内的にはメンバーに「成人教育」以外の分野での運動との
関係を自覚することを促し，対外的には他分野での社会変革運動に対し「成人教育」の意義をアピ
ールするというICAEの課題意識が表れているといえる。
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ICAEのこの課題意識の革新性は，一体どのようにして生み出されてきたのか。
本稿ではICAEが現在，国際的成人教育運動としてもっているその課題意識の意味を解明するた
めに，その基礎作業として，ICAEがその運動を推進するにあたって示してきたこれまでの課題意
識の発展過程をあとづける。
ところで，ICAEのこの「課題意識」の変遷をたどるために，ICAEの発足から現在までの歴史を
以下の四つの時期に区分する（15）。そしてこの各時期ごとに，ICAEの課題意識を確認していく。
１）前史も含め，発足（1973年）からICAE第１回世界大会（ダルエスサラーム:タンザニア）
（1976年）前まで
２）第１回世界大会（1976年）から第２回世界大会（パリ:フランス）（1982年）前まで
３）第２回世界大会（1982年）から第５回世界大会（カイロ:エジプト）（1994年）まで
４）第５回世界大会（1994年）後から第６回世界大会（オチョ・リオス:ジャマイカ）（2001年）
まで
５）第６回世界大会（2001年）後から，現在（2007年）まで
（１）前史も含め，発足（1973年）からICAE第１回世界大会（ダルエスサラ−ム:タンザニア）
（1976年）前まで
Budd Hallによると，成人教育運動の国際的な組織化の20世紀最初の試みは英国の労働者成人教
育協会設立の立役者であったAlbert Mansbridgeによって試みられた。それは「カナダ，オ−スト
ラリアという旧大英帝国植民地」で，「労働者に質の高い教育を提供するための教育組織」という
考え方を広めるという形ではじまり，その後，「1929年にはMansbridgeとアメリカ合衆国成人教育
協会のMorse Cartwrightが中心となって，英国のオクスフォ−ドで成人教育者たちの最初の世界会
議が開催された」という。「全世界」という広がりには欠けていたようだが，日本及び中国からも
代表がこの会議に参加したという。しかし，この組織と会議は第二次世界大戦時には実質的に消滅
していたようだ（16）。
成人教育関係者の世界的連携は，その後，第二次世界大戦後，国連，そしてユネスコ設立のあと，
早くも1949年，第１回国際成人教育会議が開催されることによってはじまる。この会議はその後
ほぼ12年おきに開催され，第２回は1960にカナダのモントリオ−ルで開催された。このとき，こ
の会議の代表に任命され，その準備と運営にあたったのが，当時，英語圏のカナダ成人教育協会事
務局長を務めていたRoby Kiddだった。キュ−バ革命による東西冷戦の緊張が高まる中で，一時は
開催自体が危ぶまれたこの会議は，しかし，Roby Kiddの奔走によって，資本主義圏，共産圏，双
方の国々の成人教育関係者が参加し，また第３世界の国々も多く参加するものとなった。
このRoby Kiddが，次のユネスコ主催第３回国際成人教育会議（東京，1972年）で，この会議に
参加した各国の成人教育関係者に，会議プログラムとは別の形で呼びかけ，次の年に正式発足した
のがICAEであった。
Roby Kiddは1972年以前から，各国の成人教育関係者に事前に積極的に働きかけて準備を重ねた
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うえで，第３回会議時に呼びかけをおこなったのだが，この場では，ユネスコとは別に民間団体に
よる国際組織をつくることへのさまざまな観点からの懸念が出され，すぐにICAE結成とはならな
かった。結局，その後改めて30カ国の団体からRoby Kiddに，参加の意志が伝えられ，これによっ
てICAEは1973年2月14日に，カナダで法的な手続きをとって正式に発足することになった（17）。そ
してRoby Kidd自身がICAEの初代事務局長になり，ICAEの事務所はトロントに置かれた（18）。
そこでICAE創設期の課題意識はRoby Kiddの発案とそれへの賛同者との相互の関わりの中から固
められたと想像される。Roby Kidd はその回顧のなかで，ICAEのような成人教育分野での民間の
国際組織をつくろうと考えたその経緯を以下のように説明している。
「成人教育の国際的な場で，私たちは実際に機能する，役に立つ，共同形態を捜し求めていた。
成人教育を特徴づける非正規・非政府共同組織がないことが，問題として自覚されてきていたのだ。
ユネスコはますます政府間組織になってきていた―1972年の東京ユネスコ世界成人教育会議に参
加した人々は民衆の運動等とほとんどつながっていなかった。私たちは別のものを必要としてい
た。」（19）
Roby Kiddによると，ICAEは最初の会合でまず，今後の活動の優先項目を，成人教育が必要とし
ている「知的基盤」−「方法・技術」について検討することと，「成人教育の事業・伝統・基盤の
ない国々を支援すること」との二つに決めたという。そして実際の活動では後者にその活動の重き
が置かれ，その中から当時，「開発」という言葉が浮かびあがってきたという。（20）
さらに，ICAEがその１年目の活動を終え，最初の委員会に事務局長から提出された報告書では，
ICAEについての説明は次のように書かれていた。
「国際成人教育協議会は発展―成人教育の発展における考え方，資源，経験を共有することと，
また特に，発展途上国の多くの国において成人教育をより有効に活用するための方法を共有するこ
と−のための共同事業体である」（21）
そこで以上をまとめると，ICAEの発足初期の課題意識は，まず第１に，実際の地域社会での成
人教育活動と関っている人々が国際的に交流するためには，政府間国際組織という性格を鮮明にし
はじめたユネスコとは別に，民間レベルでの国際的ネットワ−クが必要であると捉えられ，ICAE
がそのような存在になることにあったといえる。そしてその上で，二つの課題が位置づけられた。
その一つは，国際的ネットワ−クを通して成人教育の知的基盤を強化していくことであり，もう一
つはこの国際的ネットワ−クを通じて，成人教育が発展していない国での運動を支援することであ
った。
そして後者の課題が実際の活動において特に重視されていったということだろう。
ICAEの初期の活動として執行部会議が重ねられ，多様な地域の代表を集める工夫が検討される
中で，「開発」という概念が競りあがってきた。また，組織の代表だけでなく，多くの人が交流で
きる「大会」開催の必要も自覚されてきた。そしてそれはICAEの会議に恒常的にその代表が参加
していた国，当時，「開発」について，Julius Nyerere大統領の下，独自の挑戦をしていたタンザニ
アでのICAE第１回の世界大会開催へとつながっていく。
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（２）第１回世界大会（1976）から第２回世界大会（パリ:フランス）（1982）前まで
この時期は，まず，第１回世界大会の成果により，ICAEの成人教育に関する思想の共通基盤が
つくられた時期ではないかと思われる。第１回世界大会では，開催国タンザニアの大統領Julius 
Nyerereの，独自の，第３世界の立場からの「開発」を志向するその考え方，その中で成人教育を
重視する姿勢に参加者から共感が寄せられた。Nyerereのスピ−チは大会の中で大きく位置づけら
れた。また，この大会にはPaulo Freireも参加し，他の参加者との積極的な交流が展開されたとい
う（22）。
またこの時期には，はじめに，タンザニアの成人教育機関とアフリカParticipatory Researchネ
ットワ−クの代表とからの申し入れで，Participatory Researchネットワ−ク活動がICAEの新しい
プログラムとして展開される。以後，このようにICAEは外から持ち込まれたアイデアを積極的に
支援することによって研究ネットワ−クを広げていく。それはICAEの組織が，成人教育の特定領
域に関する研究の輪を広げるために活用されはじめたことを意味していた。そして例えば，｢成人
教育と平和｣ の研究ネットワ−クはHelen Kekonnenの提案によって，またparticipatory Research
ネットワ−クのその後のプログラムはニュ−デリ−からの提案によって始められることになる。ま
た次の時期に本格的に展開することになる，「プライマリー・ヘルス・ケアと成人教育」，「女性プ
ログラム」のネットワ−クもこの時期にはじまったという（23）。
また，ICAEは他方で，農村の貧困問題と開発にかかわる問題にも注目し，ILOや農業関係機関
と協力した会議にも参加していたようだ（24）。
 ところで，この時期までを振返って，Roby Kiddは次のように説明している。
「私たちはまた，複眼的な考え方で出発した。私たちははじめ，学習等に関る心理について，確
固たる信念をはじめに打ち立てておくことによって，ともに活動したい人たちを多く集めることが
できるだろうと漠然と思っていた。しかしそれは多分間違っていた。
私たちは一つの思想をもっているがそれは，厳密なものではない。私たちの思想とは，学習の側，
学習者の側，変化に向かう民衆組織の側に立つ思想だった。しかし，私たちは自分たちを多数派，
大学，カレッジの側においたままにせず，むしろ，私たちの思想が，ともに活動しようと思ってい
るまさにその人々を排除してしまわないように機能させようと試みた。」（25）
そこで改めてこの時期のICAEの課題意識をその前の時期と比較して特徴づけるなら，以下のよ
うにまとめられるのではないかと思う。
まず第１に，世界のあらゆる国々から，成人教育の実践に関っている人々（団体）を組織し，そ
の実践・経験を交流できる組織を結成するという当初の課題意識のもと，成人教育の遅れた国々で
の成人教育関係者を支援しようとした，その課題は，経済発展の遅れた国々での成人教育への支援
という課題へと自覚化され，それがまた「開発」という考え方に「成人教育」の視点を入れること
になり，そして「開発」についての思想そのものも途上国の立場からとらえるものとなり（当時の
国際的「開発政策」とは異なった「開発」思想が自覚されていた），そしてそのような途上国の立
場から捉えられる「開発」思想との関係で「成人教育」のあり方が，ICAEの中で読み替えられて
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いったということなのではないだろうか。
第２に，さまざまな研究ネットワ−クがICAEに持ち込まれ，展開されはじめたその流れは，さ
まざまな社会運動からその必要が自覚されてきた「成人教育」が，その運動目的と結びつけられた
形で研究されはじめた，ということを意味するのではないか。そしてそれは当初想定されていた，
成人教育の「方法・技術」としての「知的基盤」という表現からは想定されない研究運動であった
のではないか（26）。
　
（３）第２回世界大会（1982）から第５回世界大会（カイロ:エジプト）（1994年）まで
この時期はICAEの第２回世界大会，さらに第３回世界大会が，一つの画期となった時期である。
第２回世界大会においては，女性運動，平和運動他の社会運動団体や地域での活動家がそこに参加
し，それまでの世界大会の雰囲気を大きく変えたという（27）。
また第３回世界大会では，第２回大会以上に，社会運動との関係理解に発展があったことを，
Badd Hallは，当時の事務局長年次報告で「パリの世界大会は成人教育者としてのわれわれを平和
運動や女性運動のような社会運動と結びつけた。しかし，ブエノス・アイレスでは，われわれは，
目標，あるいくつかの方法，戦略，演ずべき独特かつ重要な役割とうい点で，われわれ自身（の運
動―荒井）が社会運動なのだと分かった（アンダーラインは原文通り）」と書き，第３回大会を象
徴する参加団体として，the Plaza de Mayo Mother’s and Grandmother’s に言及している（28）。
そしてこれらの世界大会を通して，ICAEの組織基盤は次第に変化していったようだ。
Budd Hallによると，この時期，当初は「地域で活動していたり，運動家として活動している成
人教育者がICAEの仲間にはいってくることで，専門的，制度的成人教育に従事している人たちか
らの批判も出てきて」，若干の緊張関係があったという。しかし，結局は，「民間団体に基盤を置く
教育者たちが増え，政府の成人教育部局や大学関係の参加者が減ることで」この緊張関係はなくな
り，「1990年代中ごろまでには，この協議会はおおよそ，NGOの声が反映するようになった」（29）と
いう。
もう一つ，この時期の特徴としてとらえられるのは，ICAEが積極的にユネスコ他の国際会議に
働きかけを行い，大きく影響を与えはじめたことではないかと思われる。
ICAEは第４回ユネスコ国際成人教育会議（1985）に向けて早くからその取組みを始め，また，
前述したように，「学習権宣言」の草案作成，その検討のためのNGO会議の組織化，そしてこの第
４回会議でのその採択へと，この会議に直接影響を与えていった（30）。
さらにまた，ICAEは識字教育，環境問題の国際会議や国際的政策にも影響を与えるべく，活動
を組織していった。たとえば識字教育については早くからさまざまな形で取組みを行ってきていた
が，その中で，他の組織と共同で1982年に企画した特別セミナ−では，このセミナ−の宣言を通
して，国連が2000年までに世界識字年を宣言することを要求していた（31）。そして国連総会が1990
年を国際識字年と決定すると，1987年には識字教育に関する国際識字推進委員会（32）を他団体とと
もに設置し，広く「識字教育」への関心を喚起する取り組みをおこなった（33）。また環境問題につ
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いては，ICAEはすでに1988年に，各国メンバ−組織，リ−ジョン組織に対し，環境教育への関心
の程度を問う調査を行い，第４回世界大会を経て，プログラム調査委員会を設置し，1992年の地
球サミット（リオ・デ・ジャネイロ:ブラジル）に向けた取り組みを行った（34）。
そこで以上をまとめると，この時期ICAEは以下のように課題意識を発展させていったと言える
のではないか。
まず第１に，ICAEの世界大会や組織にさまざまな社会運動家や地域での活動家が参加し，関心
を寄せたことが，ICAEに「成人教育」への社会運動からの多様な関心をその研究ネットワ−クに
つなげ，「成人教育」を発展させる，という前の時期に意識された課題にとどまらず，ICAE自身が
「成人教育」を変えていき（研究・交流にとどまらず），そのことによって社会を変えていく社会運
動として活動を展開する必要がある，という自覚へと向かわせたのではないだろうか。Budd Hall
がこの時期の説明の中で，「成人教育の政治」として言及していることは，このことを端的に示
したものと思われる（35）。
また第２に，成人教育の国際会議では十分に成人教育の現実が交流されないとして，民間組織を
つくった発足当初のその課題意識から，さらに進んで，国際会議での議論そのものに，民間組織か
ら影響を与えていくことを課題として意識するようになり，実際にそのような活動が展開されたと
言えるだろう。しかもその対象は，「成人教育」のための国際会議にととどまらず，他分野の会議
にまで広がっていった。
（４）1995年から第６回世界大会（オチョ・リオス:ジャマイカ）（2001年）まで
この時期には，ユネスコ主催の第５回国際成人教育会議がハンブルク（ドイツ，1997）で開催
された。そしてユネスコ教育研究所長として，この会議を企画・準備したのが，80年代，かつて
ICAEの役員も務め，北アメリカリ−ジョンの代表として副会長も務めたPaul Belanger（36）だった。
そこで，この会議は第４回までと比して，準備も丹念に取組まれ，またNGOが多く参加できる会
議となり，ICAEは会議の討議にも多く関わることになった。
しかしICAEはこの時期，財政難から存亡の危機に陥る。ICAE創設初期からICAEに資金援助を
行ってきたCanadian International Development Agency （CIDA）が，連邦の新政府の方針を受けて
のことと想像されるが，団体への資金援助の方針を変更し，1999年ICAEへの資金援助を急に停止
したのである。これによりICAEが雇用していたスタッフ（数名）が勤務できなくなり，ICAE事務
局は1999年５月から活動停止になる（37）。そこで同年９月にICAEの緊急総会が開催された。ここで，
当時のICAE会長，Lalita Ramdasによる「何故まだICAEが必要なのか。ICAEは他の組織にはでき
ない何をすることができるのか。もし今日，ICAEが消えたら誰が，何が影響を受けるのか」とい
う問いかけのもとに討議がなされたという（38）。
そして同年12月に改めて戦略会議が持たれ，一旦「ICAE戦略５年計画」が策定される。また次
の年，2000年の執行部会議では，この「計画」が再度検討され，より「行動的なものへ」と修正
され，この会議でDamascus Declarationがまとめられる（39）。
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このDamascus Declarationは，「過去10年のあらゆる国際会議で，民主主義と幸福を達成する鍵
となるものは市民の創造性だと強調してきた」，そして「学習権は排除し，制限したりすることの
できない普遍的な権利であることを確認してきた」が，しかし，「Jomtien（1990年に開催された
Education for Allの国際会議を指す−荒井）以降の10年，特権をもたない男女，障害を持つ人，人
種・言語上の少数者，ストリ−ト及びワ−キング・チルドレン，農村及び都市の貧困，放浪者，季
節労働者，難民がなお，質の高い識字教育，成人基礎教育，生涯学習のための機会，接近，公正で
適切な資源を得られずに苦しんでいる」と，国際会議で確認した考え方と現実との格差をまず指摘
した。その上でこの宣言は，「政策と実践の双方の領域での対応は必要を満たしていない」と国際
会議でまとめられた公式見解と具体的な政策・実践との隔離を指摘し，また，「少数の例外を除き，
各国の教育計画は，政府が上述の宣言に関っているにも関らず，識字教育と成人教育政策を含まな
いか，厳しいほど無視している。政策枠組みがある場合でも，しばしば，実践に移すメカニズムが
ない。／政府，NGOそのほかの市民社会団体との間のパ−トナ−シップが言及されているにも関
らず，それは期待されるほどに進んでいない」と国際会議での合意が具体的な政策に移されない問
題を強調した。そしてその上で，行動すること，実行力あるものを作り出す必要を強調し，「行動
すること」を重視する第６回世界大会を2001年8月にジャマイカのオチョリオスで開催することを
宣言した（40）。
そしてこの宣言のとおり，ICAEは第６回世界大会を開催し，そこで「オチョリオス宣言」Ocho 
Rios Declarationをまとめた（41）。
この ｢オチョリオス宣言｣ は，第５回ユネスコ国際成人教育会議で採択された「成人の学習に関
するハンブルク宣言」でははっきりと言及されなかった「経済的グロ−バリゼ−ション」の問題に
ついて（42），「私たちは，経済的グロ−バリゼ−ションが，至るところで，次々と絶え間なくうみだ
されてくる疎外された女性・男性の間に欲求をつくりだしながら，持てる者と持たざる者の格差を
広げていること，また環境を悪化させていることを知っている。経済的グロ−バリゼ−ションは学
習を捉える視点を集団的視点から個人的視点に変更させる。この流れは，ジェンダ−，人種，障害，
階級，宗教，性の傾向あるいは個人としての性の選択，年齢，言語的・民族的相違，これらにもと
づく多様な形態の差別を拡大させている。この流れはまた，先住民，難民，移民，避難民に対する
差別も拡大させている」と，これを厳しく批判している。
またこの宣言は「行動についての約束／提案」を列記したのち，「各国政府や多国間・二国間で
の機関で働くパ−トナ−」に「行動プログラム」実現のための「支援」を求めるのみならず，「市
民生活や社会的関心事に関るあらゆる領域の社会運動・非政府団体，その他の市民社会」に対して
も，「私たちとともに歩み，支えあいながら，同じ目的を実現することを期待する」と述べている。
そしてまた，第５回国際成人教育会議のフォロ−アップ会議を2003年に開催するために，「ユネス
コ教育研究所」を支援することも求め，宣言の最後を「言葉から行動へ」という文章で締めくくっ
ている。
さて以上からこの時期のICAEの課題意識の発展を確認すると，まず第１に，前期で社会運動体
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としての自己認識が生まれた後，ICAEはその存亡の危機の中で，この時期，Lalita Ramdas会長の
問いかけのように，その固有の役割を改めて自問することになったのだと思われる（43）。
また第２に，前期では，国際会議での議論にNGOの立場，実際の成人教育の現場に関っている
立場から積極的に影響を与えることが課題として自覚されてきたわけだが，この時期には，その国
際会議での議論と合意形成について，その合意が各国の成人教育政策に反映されないことが自覚さ
れ，国際会議を現実の変革につなげるための工夫へと，国際会議に対する意識がより戦略的になっ
てきたことがわかる。それはオチョリオス宣言で「ユネスコ教育研究所」への支援を広く呼びかけ
るところからもうかがわれるように，国際会議を組織する国際的権力構造にまで影響を与えようと
する姿勢に鮮明に現れている。
第３に，この第２の方向とともに，社会的不正義の諸問題と成人教育を保障する（学習権を保障
する）問題とを結びつけながら，「あらゆる領域の社会運動・非政府団体」に，成人教育推進への
協力を呼びかけるという姿勢の中には，「成人教育」関係者以外の運動団体とともに成人教育推進
の運動を進めていく必要性が，課題として意識されはじめたのではなかいと考えられる。
（５）第６回世界大会（2001年）後から〜現在（2007）まで
第６回世界大会においても，シアトルでのグロ−バリゼ−ションに対抗する集会以後の動きに言
及する報告がなされていたが（44），ICAEはこの第６回世界大会以後，世界社会フォ−ラムにその第
２回（2002年）から関っている。また第４回世界社会フォ−ラムではアピ−ル活動も行い，第５
回ではさらに多角的な企画とアピ−ルを行った（45）。また，本章のはじめに紹介したように，ICAE
はその第７回世界大会を，第６回世界社会フォ−ラムとあわせて，同じ場所，ナイロビ（ケニア）
で，その直前に行い，世界大会参加者が，ICAEが企画参加する世界社会フォ−ラムにも積極的に
参加するように促す，連帯した大会企画を試みた。
このように第７回世界大会を設定したICAEのその意図は，ICAEが第７回世界大会への参加を呼
びかけた ”Call −ICAE Seventh World Assembly”の中に以下のように示されている。
「この大会の主な焦点は，すべての人がもつ，生活・人生全体にわたって学習する権利を力強く
確認し，貧困，不平等，差別，人間性の大部分からの排除に対して市民が闘うことを可能にする，
成人の教育・学習の多大な価値を主張する，そのために集う場を提供することに置かれます。そこ
で，変革を目指す他の社会運動との連帯を示すために，また別の世界を可能にするためには成人教
育が戦略的に重要であることを強調するために，私たちの大会を世界社会フォ−ラム2007といっ
しょに開催することが，まさに相応しいことだと私たちは考えています。
2002年の前回大会以降の年月は，私たちに成人教育／成人の学習と，他の市民社会ネットワ−
クによるさまざまな努力との間に相互関係があることを明確に示してきました。今回の大会は私た
ちにこの関わりを強化する機会を与え，同時に成人教育／成人の学習がその専門性と特別な知識と
いう基盤によって行うことのできる固有の貢献について分析し，明らかにすることになるでしょ
う」（46）。
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ところでICAEはこれより前の，第５回世界社会フォ−ラムにおいて，そこに企画参加するに当
たって，ICAEのメンバ−組織に，共同企画グル−プとしてこの第５回フォ−ラムに参加し，ICAE
と共同で企画に参加することを呼びかけた。このとき，日本のメンバ−組織にもその呼びかけがあ
り，その一つ，社全協の，その常任委員であり，かつ国際活動の担当として，海外との連絡窓口に
なっていた筆者は，ICAE事務局に対しより強い個別の依頼文書を求めた。これに応じて，事務局
長，Celita Eccher氏は簡潔な要請文を社全協に送付された。そこには，ICAEがなぜ，そのメンバ
−組織にフォ−ラムへの共同企画参加を求めているのか，またICAEがその企画参加で何を期待し
ているのか，その理由・目的が次のように書かれていた。
「2004年のWSF（世界社会フォ−ラム−荒井）では教育は強調されなかった。私たちはまた同じ
ことを繰り返すわけにはいかない。だから私たちはみなさんにこの企画に参加してほしいのです…
略…／私たちはまた，連帯と共同の戦略を築くとき，教育の実践者たちの間にどのように橋をかけ
れば，またどのように他の社会運動と相互交流すれば，教育者を孤立した状態から引き出すことが
でき，また社会運動に対して教育の必要性を認識させることができるのか，そのことを考えるため
に，他の社会運動との相互交流を発展させたいのです。」（47）
ここからは，教育，成人教育関係者の視野を社会運動団体と交流することで広げたいという思い
と，また社会運動団体に対し，教育・成人教育の重要性に対する認識を深めてほしいという思いの
二つを読み取ることができる。
またICAE事務局長Celita Eccherは，第７回世界大会では，その事務局長報告の中で，第６回世
界大会以降のさらなる社会情勢の悪化と，またそれに向き合いつつICAEの再建を行ってきた道の
りをたどり，さまざまな社会運動と連帯し，また教育の分野で活動している組織やネットワ−クと
共同して行動することを心がけてきたことを確認したうえで，「次の時期の課題は，全ての人の学
習権のためのグロ−バルな連帯を，ICAEを通じて呼びかけることだ。私たちはリ−ジョナルレベ
ルでも，国レベルでもすでにその推進の動力となっている」と述べている（48）。
以上みてきたこの時期の動きをまとめると，現在のICAEの課題意識は，まず第１に，前の時期
に捉えられてきた，社会変革に関る「成人教育」を生み出していく社会運動体としての自覚の下に，
初期のころの交流・支援という姿勢にも，またその次の時期の，社会運動からの要請に対応して研
究ネットワ−クをつくっていくという姿勢にもとどまらず，さらに積極的に，成人教育運動団体に
対し，あるいはそのような運動団体を通じて，成人教育に関る人々に対し，「成人教育」のとらえ
かたを革新していくことを，積極的に働きかける，そのことを課題として自覚するというところに
まできているのではないかと思われる。
また第２に，他の社会運動団体に対しては，共同して社会運動を進めることによって，社会運動
における「成人教育」の重要性を訴えるという課題を自覚してきているといえるのではないかと思
う。政府，政府間組織だけでなく，社会運動団体に呼びかける姿勢はすでに前の時期にでてきてい
たが，その姿勢がとりわけこの間強くなってきたといえる。
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以上，ICAEがその活動を進める上での課題意識の変遷をその発足から現代まで概観してきた。
そこでは「成人教育」の捉え方が，その方法・技術的な発想から，より社会性・政治性を帯びたも
のへと発展してきていること，また活動目的も，交流・支援から連帯して政策提言していくものへ
と進んできていること，さらにまた，自らの活動を成人教育の分野にとどまらない幅広い社会運動
につながる社会運動として自覚し，展開しはじめていること，そしてそれらの傾向がより強くなっ
てきていることがわかる。
思想信条・立場を超えた，すべての国の成人教育関係者の交流，成人教育の実際の展開に関って
いる関係者の交流をめざして，その組織化を模索し，はじまったICAEの運動が，その立場を鮮明
にし，かつまた成人教育を包み込んだ，さまざまな社会運動との連帯を不可欠な課題として捉えて
いくように，その課題意識を展開させ，具体的な社会変革と成人教育を結びつけるようとする意識
を高めることになってきたのはなぜか。
ICAEの課題意識の変化の意味を探るには，さらに詳細・厳密な情報整理とともに，課題意識が
変化したそれぞれの時代状況，社会運動全体の状況と，課題意識の内容及びその変化とを関らせて
分析する必要がある。これらは今後の課題としたい。
（１）社会教育法第１条参照。
（２）日本社会教育学会はその英訳名称を2003年度より（2002年度に変更決定）The Japan Society for 
the Study of Adult Education から The Japan Society for the Study of Adult and Community 
Educationに変更したが，そこにも「社会教育」とAdult Educationを同一概念としてとらえること
はできないという自覚が表れている。
なお，この分野の研究・実践・政策においては日本以外でも，従来から，further educationほか
の概念が用いられ，とりわけ，1960年代のlifelong education概念の広がり以降，その対象を拡大し
たり，限定しながら，多様な概念が登場してきている。
（３）近年adult and youth education という概念も国際文書で用いられる場合がでてきているが，まだ普
及してはいず，またその概念についての厳密な議論は蓄積されていない。
（４）日本の社会教育研究においては，1950-60年代の社会教育史研究の成果を経てこれらには，国の
「社会教育」政策と区別する「自己教育運動」という概念が当てられてきた。
（５）宮原誠一「社会教育の本質」，宮原誠一編『社会教育』光文社1950年，後『宮原誠一教育論集』第
２巻，国土社，再版1979年所収，p.27，小川利夫「社会教育の組織と体制」小川利夫・倉内史郎編
『社会教育講義』明治図書1964年，後，小川利夫『社会教育と国民の学習権』剄草書房1973年所収
p.226。なお小川利夫「社会教育をすすめる体制」，吉田昇・田代元弥編『社会教育学』海後宗巨・
村上俊亮監修「教育学叢書」７，誠信書房1959年所収，藤岡貞彦「社会教育実践と民衆意識」『月
刊社会教育』1969年３月号，８月号，10月号，後，藤岡貞彦著『社会教育実践と民衆意識』草土
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文化，1977年所収ほかも参照。
成人教育における「政策」と「運動」が，「政策」と「社会運動」という一般的な構造にどのよ
うに関わっているかという，その構造を解明する必要がある。なお，「教育」においては，宗像誠
也の「教育政策と教育運動」についての研究とそれに対する批判もある。これらも踏まえ，今後，
政策と社会運動をめぐる構造について，今日の段階でのより厳密な研究を行いたい。（宗像誠也
「教育政策と教育運動」『岩波講座　現代教育学』1961年，後，『宗像誠也教育学著作集』第５巻，
青木書店，1975年所収，宗像誠也著『教育行政学序説』有斐閣，初版1954年，増補版1969年，同
著『教育と教育政策』岩波新書1961年参照）。
（６）Asian South Pacific Bureau of Adult Education。
（７）Budd L. Hall, “Building a Global Learning Network: The International Council for Adult Education”, 
Beverly Benner Cassara, Adult Education Through W orld Collaboration, Kriger Publish Company 
Malaban, Florida 1995,p.189。
（８）諸岡和房「成人教育の発展にはたすICAEの役割」『九州大学教育学部紀要（教育学部門）』第31集
1985年。発足当時の加盟組織の国数は諸岡のこの論文による。
（９）これらの数字はICAEのホームページでの概説によっている（http://www. icae. org. uy/eng/
memb. html 2007年11月まで確認済）―しかしICAEが昨年行った名簿整理にもとづいて，今夏，
同ホームページに掲示された会員名簿（http://www. icae. org. uy/eng/membdir. html 2007年11月
まで確認済）にもとづいて計算すると，各国組織の国数は47ヶ国，組織数は83，また全ての加盟
組織数は95となる。この相違については今後，事務局と連絡をとり理由を解明したい―。なお，
この加盟国数，加盟組織数が順調に増えてきたかどうかについてはまだ筆者には判断できない。前
掲，諸岡論文よると1985年段階で「現在では71か国の全国組織」があると指摘されているので，
これが正しいとすると，現在50数カ国というのは，1985年当時と比べて減少しているとも読み取
れる。
（10）European Association for Education of Adults （EAEA）。 な お， こ のEAEAとASPBEの ほ か に，
Caribean Rejional Council for Adult Education （CARCAE），Consenjo de Educacion de Adultos de 
America Latina （CEAAL）は活動を活発に展開している。このほか，リ−ジョン組織としては，ア
ラブ地域，アフリカ地域，北アメリカ地域のものがICAEのホ−ムペ−ジで紹介されているが，活
動の実態は定かでない（African Adult Education Association はICAE発足前から名前だけはあり，
ICAE発足後，ICAEはこの組織をアフリカの全ての国々に広げるよう助力したという―Roby 
Kidd, “Organizing Internationally THE INTERNATIONAL COUNCIL FOR ADULT EDUCATION 
1973-1986”, James Dobbins Kidd, Roby Kidd (1915-1982) ―adult educator: the autobiography of a 
Canadian pioneer, OISE Press, Toronto, 1995, p 161。また例えば北アメリカ地域のNorth America 
Alliance for Popular and Adult Educationは，長い助走期間を経て90年代末に正式発足したが，筆者
による関係当事者に対する聞取り調査では，2001年にはすでに組織体としての実態を失っている。
ICAEの事務局が2002年まで北アメリカのカナダに置かれていたにも関らず，北アメリカのリ−ジ
ョン組織が久しく結成されず，結成されて後，わずか数年で活動停止になったこと自体，国際的成
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人教育運動の課題・問題を考える上で，分析すべき重要な事例と思われる。今後，調査を進め，分
析を試みたい。
（11）これらのリ−ジョン組織については，成人教育運動の国際的展開に関する研究において重要な研
究対象であり，今後，改めて検討したい。
（12）邦訳は「成人の学習に関するハンブルク宣言」（藤田秀雄・荒井容子訳）『月刊社会教育』1997年
12月号所収参照。なお，宣言の検討過程の様子は，拙稿「第５回国際成人教育会議に参加して」
『月刊社会教育』1997年10月号参照。
（13）ICAE, Agenda for the Future　Six Years Later　ICAE Report, ICAE,2003.
（14）ICAE, Call-ICAE Seventh W orld Assembly, Nairobi, Kenya, January 17-19, 2007, 20 June 2006。ま
た後述する現ICAE事務局長　Celita Eccher　氏から社全協に送付された，第５回世界社会フォ−
ラムへの参加要請の手紙も参照。
（15）ICAEの発展に関する時期区分と各々の時期の特徴については，すでに諸岡和房，Budd Hallそれぞ
れによるまとめがある。
例えば諸岡氏は1973〜1976年を「非政府の国際機構が成立する条件があるかどうか模索された
時期」，1976〜1979年を「課題別に世界的なネットワ−クを形成して問題の解明に当たる世界的な
分担方式が徐々にできあがっていった」時期，1979〜1982年を「『開発』の本当の意味づけを試み
ながら，『共同実践研究Participatory Research』を基本姿勢とする取組みがすすめられ」，かつ「平
和運動や婦人運動など，他の運動との連携の必要性が明らかにされた」時期，そして1982〜1985
年をICAE第３回世界大会（1985年）での事務局長Budd Hall氏の言葉を紹介して，「自らの声を高
めるのでなく，関係者の経験と見解の出会いの場を提供するものへと，その役割に変化をみせはじ
めている」時期としている（前掲，諸岡「成人教育の発展にはたすICAEの役割」，172ペ−ジ）。
またBudd Hallは，ICAEが重視する課題の変化を，1972〜76年「成人教育における国際協力」，
1976〜1982年「成人教育と開発」，1982〜1990年「成人教育と社会運動」，1990〜現在（1995年）
「 成 人 教 育 と 民 主 主 義 」 と 分 析 し て い る（ 前 掲，Budd L. Hall, “Building a Global Learning 
Network: The International Council for Adult Education”，195−6ペ−ジ）。
諸岡がBudd Hallと異なって，1979年〜1982年も一つの時期として特立させているのはなぜか。
1979年はICAEの事務局長がRoby Kidd からBudd Hallに交代した時期なので，そのためかとも推測
されるが，この事務局長交代により，ICAEの活動が変化したのかどうか，その検討は別に行いた
い。本稿では，Budd Hallの時期区分と同様に，第３回世界大会（パリ）前までを一つの時期とし
てまとめて捉えておく。
　なおBudd Hallの論稿は，研究スタッフ，第２代目事務局長としてICAEの内部から見てきた詳細
な活動実態を，濃淡合わせて概観しており，個々のエピソ−ドなど，ICAEの実情に迫る資料とし
て貴重であり，本稿での分析においても個々の記述を参照している。また筆者は別にBudd Hall氏
に2006年3月インタビュ−を行った際，ICAE事務局長年次報告他の資料を貸していただいた。本稿
の分析ではこれらの資料も活用している。
しかし，Budd Hallは，これらの時期区分とその特徴を捉えた概念について，それを分析してい
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るわけではない。また，今，現在のICAEのその「革新性」の意味を検討するには，1995年以降，
ICAE存亡の危機の時期とそれを乗り越えた現在までが分析の対象になっていないので，不十分で
ある。
ところで，管見のかぎり，日本においてはもちろん，英語文献でも，大きな困難を抱え，それを
乗り越えて現在にいたるICAEの過程を分析した論稿はまだない（筆者はこの過程について，2005
−2006年に関係者から詳細なインタビュ−を行った。この過程についての，それらのインタビュ
−記録をもとにした本格的な分析は今後の課題である）。
（16）前掲，Budd L. Hall, “Building a Global Learning Network: The International Council for Adult 
Education”, p.189-190。
この記録はアメリカ成人教育協会の機関紙でもその記事を確認することができる。
（17）前掲，Budd L. Hall, “Building a Global Learning Network: The International Council for Adult 
Education”, p.189.　ただし， 1974年５月13-14日開催されたICAEの委員会への事務局長報告による
と，ICAEは「1972年末に発足し，1973年が最初の年となった」と説明されている（Report of the 
Secretary General to the Board of the International Council for Adult Education, May 13-14, 1974, 
Deutscher Volkhochschul, Cologne, Federal Republic of Germany）。
 なお，第２回国際成人教育会議についてはRoby Kidd, “The Montreal Conference 1960”p.76-98
を,　ICAE創設に関わるRoby Kidd の取り組みほかについてはRoby Kidd, “Organizing Internationally 
THE INTERNATIONAL COUNCIL FOR ADULT EDUCATION 1973-1986”, p158-166を参照―い
ず れ も 前 掲，James Dobbins Kidd, Roby Kidd (1915-1982)―adult educator: the autobiography of a 
Canadian pioneer所収。
またRoby Kiddについては，Gordon Selman, “Roby Kidd and the Canadian Association for Adult 
Education”, Godon Selman, Adult Education in Canada, Historical Essays, Thompson Educational 
Publishing, Toronto, 1995; Alan M. Tomas, “Roby Kidd-intellectual Voyageur”, Peter Jarvis ed., 
Twentieth Century Thinkers in Adult Education, Routledge, London and New York, 1987; Nancy J 
Cochrane and Associates, J .R.Kidd:An International Legacy of Learning, Center for Continue 
Education, the University of British Columbia in co-operation with the International council for adult 
education, Vancouver 1986も参照。 
（18）事務所は，はじめはGeorge Brown College に置かれ，その後は二度移動するが，いずれもトロン
ト市内のビルの中に置かれた。但し，2002年には事務所はモンテビデオ（ウルグアイ）に移動する。
（19）前掲，Roby Kidd “Organizing Internationally THE INTERNATIONAL COUNCIL FOR ADULT 
EDUCATION 1973-1986”, p158。 Roby Kidd はまた，Convergence （vol.V, No.3, 1972）で，第３回
国際成人教育会議（東京）の様子報告をし，その中で，この会議ではそれまでと異なり，実際の成
人教育民間組織関係者が十分位置づけられなかったという感想を書いている（ConvergenceはICAE
発足数年前に創刊され，ICAE発足後はその機関紙となる雑誌である）。
（20）前掲，Roby Kdd ‘Organizing Internationally THE INTERNATIONAL COUNCIL FOR ADULT 
EDUCATION 1973-1986’, p160。
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（21）Report of the Secretary General to the Board of the International Council for Adult Education, May 
13-14, 1974, Deutscher Volkhochschul, Cologne, Federal Republic of Germany。
（22）前掲，Budd L. Hall, “Building a Global Learning Network: The International Council for Adult 
Education”, p.197。
（23）同上p.199。
（24）前掲James Dobbins Kidd, Roby Kidd (1915-1982)−adult educator: the autobiography of a Canadian 
pioneer,  p.163。
（25）同上。
（26）なお，Budd Hall は研究プログラム案が持ち込まれ，ICAEのネットワ−クを活用して国際的に展開
されていった点についてICAEはまさに「分権化したプログラムという考え方」を開発したのだと
述べている（前掲, Budd L. Hall, “Building a Global Learning Network: The International Council 
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で，女性の立場からの，それまでなかった批判がだされたという。例えば開会式での報告者が男性
ばかりであり，その報告で使われている表現には「he」のみしか使われず，「女性」の存在が無視
されているという批判もだされたという。このようにこの大会ははじめから，女性の運動が強く意
識 さ れ る も の と な っ た（International Conference for Adult Education, Toward an authentic 
development : the role of adult education―Report on Paris Conference, October, 1982, p.9）。
（28）ICAE, Secretary-General’s Report 1985-1986, October 19-27, 1986, p.1。
なお，the Plaza de Mayo Mother’s and Grandmother’sについてはPita Arditti, Searching for Life, 
University of California Press, California, 1999参照。
（29）前掲，Budd L. Hall, “Building a Global Learning Network: The International Council for Adult 
Education” p.201。
（30）ICAE, Secretary-General’s Report 1982-1983, IRAQ, 1983, p.2; 同1983-1984, USSR, 1984, p.4; 同
1982-1985, 1985, p5-6。
（31）Convergence, Vol.15, No.4, 1982, p.67。
（32）The International Task Force on Literacy (ITFL)。なおPatricia Rodney, “History and Development 
of the ICAE Literacy Program”, 前 掲Beverly Benner Cassara, Adult Education Through W orld 
Collaboration, p.234参照。
（33）国際識字推進委員会が作成した「よびかけ」の邦訳は，社会教育推進全国協議会研究調査部（荒
井容子・岩佐克彦・内田和浩・笹川孝一訳）「国際識字年　国際識字推進委員会からのよびかけ」
『月刊社会教育』1990年８月所収参照。
（34）Darlene Clover, “Learning for Environmental Acrion: Building International Concensus”，前掲Beverly 
Benner Cassara, Adult Education Through W orld Collaboration, p.220-224参照。
（35）「1982−90年の時期はまた，成人教育の政治に対するより開放的な理解について省察させた。この
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分野の中立性という概念は殆ど脇に避けられた。成人教育は，世界が構成されているのと同じ方法，
つまり，人が，どのように働き，何をするかについての選択を常に迫られているのと同じ方法で，
社会的に構成されている，という理解がなされるようになった。この（国際成人教育―荒井）協議
会は，パウロ・フレイレの精神で，また解放の神学で働く教会の働き手と同じように，貧しい人々
の た め の 活 動 を 優 先 し た 」（ 前 掲, Budd L. Hall, “Building a Global Learning Network: The 
International Council for Adult Education”, p.201）。
（36）Paul Bélanger は1960年代から70年代にかけて，カナダのフランス語圏の成人教育協会（Institut 
canadien d’éducation des adultes ― ICEA。なお現在はInstitut de cooperation pour l’éducation des 
adultesと名称を変更している。）の事務局長も務め，Budd Hallとともにユネスコ学習権宣言の草稿
を準備した人物であり，1999年から現在まで，ICAEの会長を務めている。
（37）実はカナダではこの時期，連邦政府の政権が交代し，新自由主義政策が次々と展開された州政府
も同様の傾向にあった。そして政府から支援を受けていた多くの民間団体が活動停止に追い込まれ
た。1935年創設され，ICAE創設期にはその支えともなった，英語圏のカナダ成人教育協会（CAAE）
―Roby Kiddはその第２代事務局長―も，この資金援助停止が大きく関って，この時期に活動停止
となり，やがて消滅してしまった。なお，これらの事情については筆者はすでに調査を行いある程
度の成果を行ているが，さらに調査を進めた上で，改めて論じたい。
（38）ICAE NEWS, 1999 Special Edition, p.3。
（39）ICAE Report to the General Assembly September 1999-August 2001, Sixth World Assembly, August 
9-12, 2001, Ocho Rios, Jamaica p.2。
（40）ICAEが新体制のもとで活動を再開した後，ICAEの会長となったPaul Bélangerは，当時，ICAE内
部の組織として活発な活動をしていたGender Education Officeの ”Eduction Watch”その他の活動
にふれながら，新しいICAEの方向を「もう一つのグロ−バルな方向は可能だ，低コストで世界を
移動することは容易であり，実践や移動の想像力を働かせた新しい方法によって，沈黙を強いられ
ている人々の声を聞くことができる」とし，第６回世界大会への参加を呼びかけている（Paul 
Bélanger, “A New ICAE-In a Changing Global Society”, Convergence, vol.33, No.1-2, 2000, p.5）。
（41）邦訳は「成人の学習　民主的市民の形成と地球規模の行動への鍵　オチョ・リオス宣言」（藤田秀
雄・野元弘幸・荒井容子訳）『月刊社会教育』2002年１月号所収。なお，第４回世界大会，第５回
世界大会，臨時総会，第６回世界大会に継続して参加したうえで，この第６回大会について紹介し
たものに，野元弘幸「成人教育の国際組織の可能性と課題」（『月刊社会教育』2002年１月号）が
ある。
（42）カナダの平和教育運動家，Murray Thomsonは「ハンブルク宣言」について「グロ−バリゼ−ショ
ンと経済力の集中化の否定的結果に関する分析がなかった」と当時指摘していた（同「第５回国際
成人教育会議に思う」（藤田秀雄訳）『月刊社会教育』1997年10月号, p.51）。拙稿「『成人の学習に
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（43）その固有の役割がDamascus Declarationに象徴されているということなのであろう。それがどのよ
うなものとしてこのとき自覚されたといえるか，そのより詳細な検討は改めて行いたい。
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ンがもたらしている問題とそれに対抗する運動について言及する報告を行った（Shahrzad Mojab, 
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Freedom of Learn―the Cases of Violation of Right to Learn in Japan”, W orkshop: The Right of 
Action of the Right to Learn on 30th January in WSF2005。この報告用レポ−トの一部は，後にICAE
第７回世界大会（2007年１月）で筆者が日本の社会教育政策について報告した際，参考資料とし
て配布したため，このときの報告をまとめた文書とともに公刊されたdvv international （Institut fur 
Internationale Zusammenarbeit des Deutschen Volkshochshhul―Verbandes）, Adult Education and 
Development 68, 2007, p.203-207）。
また筆者はトロント（カナダ）で行われた，第５回世界社会フォ−ラム参加者による報告会（5th 
World Social Forum: Moving Forward from Porto Alegre to Toronto）（2005年３月11日）で，報告
者の一人として，このフォ−ラムでのICAEの企画の紹介とICAEが何故，このフォ−ラムに企画参
加したのか，そのことについて分析した報告も行った（Yoko Arai “WSF from an adult education 
perspective The event coordinated by ICAE (International Council for Adult Education) in 5th 
WSFand it’s purpose―observed from the contact person of JAPSE, one of member organizations of 
ICAE”, March 11th, 2005）。
なおICAEの世界社会フォ−ラムとの関わりについては，第２回フォ−ラムに関して，吉田正純
が「『世界社会フォ−ラム』と成人教育」（日本社会教育学会編『グロ−バリゼ−ションと社会教
育・生涯学習』「日本社会教育第49集」2005年９月，p.218）で言及している。またConvergence, 
Vol.34, No.3-4, 2003で特集が組まれ，第４回までの世界社会フォーラムの経過，その学習の場と
しての意義について書かれた論稿が掲載されている。
（46）註14に同じ。
（47）The letter from Celita Eccher, Secretary-General of ICAE to Ms. Yoko Arai , J APSE, Montevideo, 
October 22th., 2004, from Celita Eccher, Secretary-General of ICAE。
（48）なお，筆者はこのICAE第７回世界大会において，「成人教育：組織と財政」分科会で，日本の社会
教育政策における外部委託問題について，その歴史と理論的分析についての短い報告を行った。そ
の報告をもとにしたレポ−トは後に，前述したように，dvv internationalの雑誌に掲載された（Yoko 
Arai,“Recent Government Policy of Outsourcing Adult Education in Japan”,前掲dvv international, Adult 
Education and Development 68, 2007, p.195-207。この雑誌に掲載された論稿はdvvのホ−ムペ−ジ
にもアップされている）。
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